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＜要旨＞ 

日本では、人口減少および財政赤字という経済状況を背景に、ＩＭＦ（国際通貨基金）

やＯＥＣＤ（経済協力開発機構）などからの強い要請もあり、従来とは異なる女性の雇用

推進がおこなわれようとしている[石塚(2015)]。本年４月に女性活躍推進法（正式名称：

女性の職業生活における活躍の推進に関する法律）が施行された。当該制度は、個々の企

業が独自に女性の雇用や管理職などを増やす数値目標などを設定し、達成していくという

ものである。 

本稿の目的は、女性の雇用促進が、男性就業者にとって代替的なのか補完的なのかを実

証分析することにより、日本の「女性活躍」施策の提案をおこない日本経済活性化に寄与

することである。 

本稿では、「Hicks の補完の偏弾力性」を推定し、企業が女性の労働需要を増やした時

に、現在、主流の男性がどのような影響あるか否かを検証する。比較対象として、男女格

差の大きい東アジアの３カ国、日本、中国、韓国を比較する。中国の背景には、計画経済

期を通じて定着した男女の雇用平等に伴う労働市場の流動性がある。また韓国は、アジア

通貨危機やＩＭＦ対策を通じて得た施策のスピード感などを学ぶことができると考える。 

推計結果によると、3 か国共に、男性女の正社員間に補完関係が認められた。数値でみ

ると、全般的に中国が最も大きく、特に大企業の第 3 次産業で強い。次に大きいのは韓国

である。国全体、産業別、企業規模別の数値のいずれも、中国、韓国、日本の順番であ

る。さらに、日本のみ正社員と非正社員の関係も推定したところ、補完関係が認められ

た。特に第 2 次産業および中企業で強いことが分かった。日本は 2015 年調査の結果であ

るので、日本はさらに女性の就業促進政策を進めることで、日本経済活性化に貢献してい

くことができると考えられる。 
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